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経済地理学会北東支部例会（北海学園大学：2019.02.23.） 
 

人口減少地域における日刊地域紙の残存形態 
山田	 晴通（東京経済大学）yamada@tku.ac.jp 

 
本日の配布資料  
l この配布資料（A3判 2枚） 
l 山田（2018）抜刷 
 
要旨（ほぼこのまま、経済地理学年俸に掲載される見込みです。） 
	 東北地方と北海道における日刊地域紙の普及状況を 1980 年代前半と 2010 年代後半

を比較する形で把握し、この間の人口変化との関係などを検討した上で、愛媛県八幡浜

市の事例を検討した山田（2018）を踏まえ、人口減少地域における日刊地域紙の動向

について予察的検討をおこなった。 

 	 1980 年と 2018 年の時点を比較すると、東北地方では 36 紙（実質 33 紙）から 24

紙、北海道では 21 紙から 17 紙と、日刊地域紙は数を減らしている。その動向は大局

的には経済の動向と無関係ではないが、個別事例の創刊、廃刊において決定的な要因と

は言えない。また、紙数の減少が、特に 1990 年代と 2000 年代に起きていることを考

えると、メディアのデジタル化の飛躍的な進行との関連も想起されるが、説得力のある

直接的な関連性は見出し難い。 

	 配布圏人口の減少は、新聞の市場を縮小させ、経営に負の影響を与えるものと思われ

る。しかし、1980年と 2015年の人口比と 2015年時点の人口による散布図は、廃刊が

あった都市、特に日刊地域紙が失われた都市の分布が、人口に関する要因とは無関係で

あることを示唆している。特に北海道については、むしろ、人口減少が進んだ小規模な

都市ほど、既存紙がそのまま存続している例が目立つ。 

	 東北地方の日刊地域紙発行地の都市について、かつて山田（1985a）で結論として示

した 3 類型を当てはめると、類型 I で日刊地域紙を失った都市は、『岩手東海新聞』が

東日本大震災の津波被害を受けて消滅した釜石市だけであり、残る 3 都市は類型 II の

都市であった。 

	 山田（2018）で検討した愛媛県八幡浜市の事例では、わずか 4-5 人の人員で生業的

経営によって維持される日刊地域紙の可能性が、その脆弱な基盤の危うさとともに見出

された。これは、長く存続した事業ならではの有利な状況＝ノウハウの蓄積や「のれん」、
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減価償却した施設・備品の活用などがあり、なおかつ技術革新を活かした人員圧縮など

の合理化が、縮小再生産を経て、生業的経営を成立させたと解釈できる。 

	 北東日本の人口減少地域において、同様の経過が認められるか否かは、今後、個別事

例の詳細な検討を待つ必要である。 
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（以上、いずれもインターネット上で閲覧可能）： 
 
 
山田（1985a）の一部（pp.107-108）  

 


